
＜就労継続支援A型のみの指定を受けている場合＞

＜二つ以上の日中活動系サービスの指定を受けている場合＞

事業開始予定年月日

【※このチェックリストに記入の上、申請書類と一緒に提出してください。】

就労継続支援Ａ型の新規指定時に係る添付書類チェックリスト
（就労支援会計に係る事業計画・就労支援事業別事業活動明細書等）

申請法人名

事業所名

（表６）就労支援事業製造原価見込明細書（多機能型
事業所等用）

（表３）就労支援事業販管費見込明細書
（表７）就労支援事業販管費見込明細書（多機能型事
業所等用）

（表８）就労支援事業計画見込明細書（多機能型事業所等用）

※ただし、就労支援事業の年間売上予定高が５，０００万円以下であって、多種少額の生産活動を行う等の理由により、製造業務と販売業務に係る費用を区分すること
が困難な場合は、以下の必要書類に代えることができる。

就労継続支援A型のみの指定申請の場合
　　　二つ以上の就労系サービスの指定の申請の場合又は
既に就労系サービス（就労移行支援、就労継続支援B型）

の指定を受けている場合

必要書類

（提出書類に☑を
付けてください）

【指定就労継続支援Ａ型事業所　事業計画書】
【指定就労継続支援Ａ型を含む多機能型事業計画書
（多機能型事業所等用）】

（表１）-① 就労支援事業別事業活動計画書
 （表５）-①就労支援事業別事業活動計画書（多機能
型事業所等用）

（表２）就労支援事業製造原価見込明細書

【指定就労継続支援Ａ型事業所　事業計画書】
（表１）-②就労支援事業別事業活動計画書
（表４）就労支援事業計画見込明細書

【指定就労継続支援Ａ型を含む多機能型事業計画書（多機能型事業所等用）】
（表５）-②就労支援事業別事業活動計画書（多機能型事業所等用）



届出日 年 月 日

　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日（１年間とすること）

１　事業内容

(注)（表１－①又は②）就労支援事業別事業活動計画書の「就労支援事業活動収益　計」の額を記入すること。

３　計画期間を通じて達成する必要経費の見込額（事業開始から１年間の経費を記載）

(注)（表１－①又は②）就労支援事業別事業活動計画書の「就労支援事業活動費用　計」を記入すること。

４　生産活動に係る事業の収入－生産活動に伴う必要経費

(注)記入不要。自動計算されます。 

５　利用者の総賃金額

６　研修計画について

支払い総賃金見込額

円

(注)（表２）就労支援事業製造原価見込明細書及び（表３）就労支援事業販管費見込明細書、又は（表４）就労支援事業計画見込明
細書の利用者賃金及び利用者工賃の合計額を記入すること。

（例）適切な利用者支援ができるよう次の研修を行う。

①人権研修（外部講師）
②介護技術研修
③初任者研修・キャリアアップ研修
その他、他事業所との交換研修等行う。
研修回数　６回／年

円

計画期間を通じて見込まれる「収入－経費」

0 円

（事業内容には、生産活動の内容、対象顧客、市場動向、競合相手の動向、改善後の事業内容に主に従事する者の数や属性（ど
のような資格、経験等を持った者が担当するか等）について詳細に記載すること）

２　生産活動に係る事業の収入額及び計画期間を通じて達成する事業収入目標額（事業開始から1年間の額
を記載）

計画期間を通じて達成するべき目標収入見込額

計画期間を通じて見込まれる経費

円

設立年月日

職員数 定員 事業開始年月日 　　　　年　　月　　日

事業計画期間

事業所所在地

連絡先 電話番号 FAX番号

事業所の設置主体 社会福祉法人　・　民間企業　・　NPO法人　・　その他

【指定就労継続支援Ａ型事業所　事業計画書】

事業所名称 代表者名



７　その他

久留米市長　殿

　　以上のとおり報告します。

※事業所設置者である法人印又は事業所印を押印すること（私印は不可）。

※（表１－①）就労支援事業別事業活動計画書、（表２）就労支援事業製造原価見込明細書及び（表３）就労支援事業販管費見込明
細書を根拠資料として添付すること。

※就労支援事業の年間売上予定高が5,000万円以下であって、多種少額の生産活動を行う等の理由により、製造業務と販売業務に係
る費用を区分することが困難な場合は、（表１－②）就労支援事業別事業活動計画書及び（表４）就労支援事業計画見込明細書を根
拠資料として添付すること。

・年間計画・行事等の特記事項があれば記載

事業所名　　　　　　　　　　　　　　印



届出日 年 月 日

　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日（１年間とすること）

１　事業内容

(注)（表５－①又は②）就労支援事業別事業活動計画書の「就労支援事業活動収益　計」の額を記入すること。

３　計画期間を通じて達成する必要経費の見込額（事業開始から１年間の経費を記載）

(注)（表５－①又は②）就労支援事業別事業活動計画書の「就労支援事業活動費用　計」を記入すること。

４　生産活動に係る事業の収入－生産活動に伴う必要経費

(注)記入不要。自動計算されます。 

５　利用者の総賃金額

0

(注)（表６）就労支援事業製造原価見込明細書（多機能型等事業所用）及び（表７）就労支援事業販管費見込明細書（多機能型等事
業所用）、又は（表８）就労支援事業計画見込明細書（多機能型等事業所用）の利用者賃金及び利用者工賃の合計額を記入するこ

支払い総賃金見込額

計画期間を通じて達成するべき目標収入見込額

計画期間を通じて見込まれる経費

連絡先 FAX番号電話番号

社会福祉法人　・　民間企業　・　NPO法人　・　その他 設立年月日

事業計画期間

申請事業

指定済事業

事業所の設置主体

【指定就労継続支援Ａ型を含む多機能型事業計画書（多機能型事業所等用）】

代表者名

事業所所在地

事業所名称

定員職員数 事業開始年月日 　　　　年　　月　　日

（事業内容には、生産活動の内容、対象顧客、市場動向、競合相手の動向、事業内容に主に従事する者の数や属性（どのような
資格、経験等を持った者が担当するか等）について詳細に記載すること。既に指定を受けている事業については、現在実施して
いる内容を記載すること）

就
労
継
続

B
型

就
労
継
続

A
型

就
労
移
行
支

援

２　生産活動に係る事業の収入額及び計画期間を通じて達成する事業収入目標額（事業開始から1年間の額
を記載）

計画期間を通じて見込まれる「収入－経費」

円

円

円

円



６　研修計画について

７　その他

久留米市長　殿

　　以上のとおり提出します。

※事業所設置者である法人印又は事業所印を押印すること（私印は不可）。

※就労支援事業の年間売上予定高が5,000万円以下であって、多種少額の生産活動を行う等の理由により、製造業務と販売業務に係
る費用を区分することが困難な場合は、（表５－②）就労支援事業別事業活動計画書（多機能型事業所等用）及び（表８）就労支援
事業計画見込明細書（多機能型等事業所用）を根拠資料として添付すること。

※（表５－①）就労支援事業別事業活動計画書（多機能型等事業所用）、（表６）就労支援事業製造原価見込明細書（多機能型等事
業所用）及び（表８）就労支援事業販管費見込明細書（多機能型等事業所用）を根拠資料として添付すること。

（例）適切な利用者支援ができるよう次の研修を行う。

①人権研修（外部講師）
②介護技術研修
③初任者研修・キャリアアップ研修
その他、他事業所との交換研修等行う。
研修回数　６回／年

・年間計画・行事等の特記事項があれば記載

事業所名　　　　　　　　　　　　　　印



自　　　〇年〇月〇日 至　　　〇年〇月〇日
合計 〇〇作業 △△作業

0
0

就労支援事業活動収益　計 0 0 0
0 0 0
0
0
0 0 0
0
0 0 0

就労支援事業販管費 0
就労支援事業活動費用　計 0 0 0

就労支援事業活動増減差額 0 0 0

費
用

就労支援事業販売原価

　　　　　　　合　　　　　計
　　期末製品（商品）棚卸高
　　　　　　　差　　　　　引

　　就労支援事業製造原価

（表１－①）就労支援事業別事業活動計画書

勘定科目

収
益

就労支援事業収益

　　就労支援事業仕入高

※事業開始予定月から１年分で作成すること
※「就労支援事業製造原価」には、（表２）の就労支援事業製造原価の数値を入れること。
※「就労支援事業販管費」には、（表３）の就労支援事業販管費の数値を入れること。
※表については、着色しているセル以外に入力しないこと（自動計算します）。



自　　　〇年〇月〇日 至　　　〇年〇月〇日
合計 〇〇作業 △△作業

0
0

就労支援事業活動収益　計 0 0 0
0 0 0
0
0
0 0 0
0
0 0 0

就労支援事業活動費用　計 0 0 0
就労支援事業活動増減差額 0 0 0

※事業開始予定月から１年分で作成すること
※「就労支援事業費」には、（表４）の就労支援事業費の数値を入れること。
※表については、着色いるセル以外に入力しないこと（自動計算します）。

費
用

就労支援事業販売原価
　　就労支援事業費
　　就労支援事業仕入高
　　　　　　　合　　　　　計
　　期末製品（商品）棚卸高
　　　　　　　差　　　　　引

（表１－②）就労支援事業別事業活動計画書

勘定科目

収
益

就労支援事業収益



自　　　〇年〇月〇日　　　　至　　　〇年〇月〇日 （単位：円）
合計 〇〇作業 △△作業

Ⅰ　材料費
１．材料仕入高 0

材料費　計 0 0 0
Ⅱ　労務費

１．利用者賃金 0
２．利用者工賃 0
３．就労支援事業指導員等給与 0
４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 0
５．就労支援事業指導員等退職給付費用 0
６．法定福利費 0

労務費　計 0 0 0
Ⅲ　外注加工費 0

（うち内部外注加工費） 0
外注加工費　計 0 0 0

Ⅳ　経費
１．福利厚生費 0
２．旅費交通費 0
３．器具什器費 0
４．消耗品費 0
５．印刷製本費 0
６．水道光熱費 0
７．燃料費 0
８．修繕費 0
９．通信運搬費 0
１０．会議費 0
１１．損害保険料 0
１２．賃貸料 0
１３．図書・教育費 0
１４．租税公課 0
１５．減価償却費 0
１６．雑費 0

経費　計 0 0 0
就労支援事業製造総費用（Ⅰ～Ⅳの計）

合　計 0 0 0
期末仕掛品棚卸高 0
就労支援事業製造原価 0 0 0

※事業開始予定月から１年分で作成すること
※必要に応じ、勘定科目を追加すること
※表については、着色しているセル以外に入力しないこと（自動計算します）。

（表２）就労支援事業製造原価見込明細書

勘定科目



自　　　〇年〇月〇日　　　　至　　　〇年〇月〇日 （単位：円）
合計 〇〇作業 △△作業

１．利用者賃金 0
２．利用者工賃 0
３．就労支援事業指導員等給与 0
４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 0
５．就労支援事業指導員等退職給付費用 0
６．法定福利費 0
７．福利厚生費 0
８・旅費交通費 0
９．器具什器費 0
１０．消耗品費 0
１１．印刷製本費 0
１２・水道光熱費 0
１３．燃料費 0
１４．修繕費 0
１５．通信運搬費 0
１６．受注活動費 0
１７．会議費 0
１８．損害保険料 0
１９．賃借料 0
２０．図書・教育費 0
２１．租税公課 0
２２．減価償却費 0
２３．雑費 0

就労支援事業販管費 0 0 0

※事業開始予定月から１年分で作成すること
※必要に応じ、勘定科目を追加すること
※表については、着色しているセル以外に入力しないこと（自動計算します）。

（表３）就労支援事業販管費見込明細書

勘定科目



自　　　〇年〇月〇日　　　　至　　　〇年〇月〇日 （単位：円）
合計 〇〇作業 △△作業

Ⅰ　材料費
１．材料仕入高 0

0 0 0
Ⅱ　労務費

１．利用者賃金 0
２．利用者工賃 0
３．就労支援事業指導員等給与 0
４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 0
５．就労支援事業指導員等退職給付費用 0
６．法定福利費 0

労務費　計 0 0 0
Ⅲ　外注加工費 0

（うち内部外注加工費） 0
外注加工費　計 0 0 0

Ⅳ　経費
１．福利厚生費 0
２．旅費交通費 0
３．器具什器費 0
４．消耗品費 0
５．印刷製本費 0
６．水道光熱費 0
７．燃料費 0
８．修繕費 0
９．通信運搬費 0
１０．受注活動費 0
１１．会議費 0
１２．損害保険料 0
１３．賃貸料 0
１４．図書・教育費 0
１５．租税公課 0
１６．減価償却費 0
１７．雑費 0

経費　計 0 0 0
就労支援総事業費（Ⅰ～Ⅳ計）

合　　　計 0 0 0
期末仕掛品棚卸高 0
就労支援事業費 0 0 0

※事業開始予定月から１年分で作成すること
※必要に応じ、勘定科目を追加すること
※表については、着色しているセル以外に入力しないこと（自動計算します）。

（表４）就労支援事業計画明細書

勘定科目

材料費　計



自　　　〇年〇月〇日 至　　　〇年〇月〇日 （単位：円）

小計 〇〇作業 △△作業 小計 〇〇作業 △△作業 小計 〇〇作業 △△作業
0 0 0 0
0 0 0 0

就労支援事業活動収益　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

就労支援事業販管費 0 0 0 0
就労支援事業活動費用　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

就労支援事業活動増減差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※「就労支援事業販管費」には、（表７）の就労支援事業販管費の数値を入れること。
※表については、着色しているセル以外に入力しないこと（自動計算します）。

（表５－①）就労支援事業別事業活動計画書（多機能型事業所等用）

就労移行支援 就労継続支援A型 就労継続支援B型
事業所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

※事業開始予定月から１年分で作成すること

勘定科目 合計

※「就労支援事業製造原価」には、（表６）の就労支援事業製造原価の数値を入れること。

費
用

就労支援事業販売原価
　　就労支援事業製造原価
　　就労支援事業仕入高
　　　　　　　合　　　　　計
　　期末製品（商品）棚卸高
　　　　　　　差　　　　　引

収
益

就労支援事業収益



自　　　〇年〇月〇日 至　　　〇年〇月〇日 （単位：円）

小計 〇〇作業 △△作業 小計 〇〇作業 △△作業 小計 〇〇作業 △△作業
0 0 0 0
0 0 0 0

就労支援事業活動収益　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

就労支援事業活動費用　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
就労支援事業活動増減差額 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※事業開始予定月から１年分で作成すること
※「就労支援事業費」には、（表８）の就労支援事業費の数値を入れること。
※表については、着色しているセル以外に入力しないこと（自動計算します）。

（表５－②）就労支援事業別事業活動計画書（多機能型事業所等用）

収
益

就労支援事業収益

費
用

就労支援事業販売原価
　　就労支援事業費
　　就労支援事業仕入高
　　　　　　　合　　　　　計
　　期末製品（商品）棚卸高
　　　　　　　差　　　　　引

勘定科目 合計
事業所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

就労移行支援 就労継続支援A型 就労継続支援B型



自　　　〇年〇月〇日　　　　至　　　〇年〇月〇日 （単位：円）

小計 〇〇作業 △△作業 小計 〇〇作業 △△作業 小計 〇〇作業 △△作業
Ⅰ　材料費

１．材料仕入高 0 0 0 0
材料費　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅱ　労務費
１．利用者賃金 0 0 0 0
２．利用者工賃 0 0 0 0
３．就労支援事業指導員等給与 0 0 0 0
４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 0 0 0 0
５．就労支援事業指導員等退職給付費用 0 0 0 0
６．法定福利費 0 0 0 0

労務費　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
Ⅲ　外注加工費 0 0 0 0

（うち内部外注加工費） 0 0 0 0
外注加工費　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅳ　経費
１．福利厚生費 0 0 0 0
２．旅費交通費 0 0 0 0
３．器具什器費 0 0 0 0
４．消耗品費 0 0 0 0
５．印刷製本費 0 0 0 0
６．水道光熱費 0 0 0 0
７．燃料費 0 0 0 0
８．修繕費 0 0 0 0
９．通信運搬費 0 0 0 0
１０．会議費 0 0 0 0
１１．損害保険料 0 0 0 0
１２．賃貸料 0 0 0 0
１３．図書・教育費 0 0 0 0
１４．租税公課 0 0 0 0
１５．減価償却費 0 0 0 0
１６．雑費 0 0 0 0

経費　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
就労支援事業製造総費用（Ⅰ～Ⅳの計）

合　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
期末仕掛品棚卸高 0 0 0 0
就労支援事業製造原価 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※事業開始予定月から１年分で作成すること
※必要に応じ、勘定科目を追加すること
※表については、着色しているセル以外に入力しないこと（自動計算します）。

（表６）就労支援事業製造原価見込明細書（多機能型事業所等用）

勘定科目 就労移行支援 就労継続支援A型 就労継続支援B型
事業所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

合計



自　　　〇年〇月〇日　　　　至　　　〇年〇月〇日 （単位：円）

小計 〇〇作業 △△作業 小計 〇〇作業 △△作業 小計 〇〇作業 △△作業
１．利用者賃金 0 0 0 0
２．利用者工賃 0 0 0 0
３．就労支援事業指導員等給与 0 0 0 0
４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 0 0 0 0
５．就労支援事業指導員等退職給付費用 0 0 0 0
６．法定福利費 0 0 0 0
７．福利厚生費 0 0 0 0
８・旅費交通費 0 0 0 0
９．器具什器費 0 0 0 0
１０．消耗品費 0 0 0 0
１１．印刷製本費 0 0 0 0
１２・水道光熱費 0 0 0 0
１３．燃料費 0 0 0 0
１４．修繕費 0 0 0 0
１５．通信運搬費 0 0 0 0
１６．受注活動費 0 0 0 0
１７．会議費 0 0 0 0
１８．損害保険料 0 0 0 0
１９．賃借料 0 0 0 0
２０．図書・教育費 0 0 0 0
２１．租税公課 0 0 0 0
２２．減価償却費 0 0 0 0
２３．雑費 0 0 0 0

就労支援事業販管費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※事業開始予定月から１年分で作成すること
※必要に応じ、勘定科目を追加すること
※表については、着色しているセル以外に入力しないこと（自動計算します）。

事業所名（　　　　　　　　　　　　　　　）

（表７）就労支援事業販管費見込明細書（多機能型事業所等用）

勘定科目 合計 就労移行支援 就労継続支援A型 就労継続支援B型



自　　　〇年〇月〇日　　　　至　　　〇年〇月〇日 （単位：円）

小計 〇〇作業 △△作業 小計 〇〇作業 △△作業 小計 〇〇作業 △△作業
Ⅰ　材料費

１．材料仕入高 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅱ　労務費
１．利用者賃金 0 0 0 0
２．利用者工賃 0 0 0 0
３．就労支援事業指導員等給与 0 0 0 0
４．就労支援事業指導員等賞与引当金繰入 0 0 0 0
５．就労支援事業指導員等退職給付費用 0 0 0 0
６．法定福利費 0 0 0 0

労務費　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
Ⅲ　外注加工費 0 0 0 0

（うち内部外注加工費） 0 0 0 0
外注加工費　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

Ⅳ　経費
１．福利厚生費 0 0 0 0
２．旅費交通費 0 0 0 0
３．器具什器費 0 0 0 0
４．消耗品費 0 0 0 0
５．印刷製本費 0 0 0 0
６．水道光熱費 0 0 0 0
７．燃料費 0 0 0 0
８．修繕費 0 0 0 0
９．通信運搬費 0 0 0 0
１０．受注活動費 0 0 0 0
１１．会議費 0 0 0 0
１２．損害保険料 0 0 0 0
１３．賃貸料 0 0 0 0
１４．図書・教育費 0 0 0 0
１５．租税公課 0 0 0 0
１６．減価償却費 0 0 0 0
１７．雑費 0 0 0 0

経費　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
就労支援総事業費（Ⅰ～Ⅳ計）

合　　　計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
期末仕掛品棚卸高 0 0 0 0
就労支援事業費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※事業開始予定月から１年分で作成すること
※必要に応じ、勘定科目を追加すること
※表については、着色しているセル以外に入力しないこと（自動計算します）。

（表８）就労支援事業計画見込明細書（多機能型事業所等用）

材料費　計

勘定科目 合計 就労移行支援 就労継続支援A型 就労継続支援B型
事業所名（　　　　　　　　　　　　　　）


